
基本的考え方

導入イメージ(例) 期待される効果

• クロスアポイントメント制度（混合給与）については、国立大学の機能強化等を図るため、平成26年11月に
発出した国立大学改革プランにおいて、改革加速期間中（平成25～27年度）の重点的取組事項「人事・給
与システムの弾力化」の一環として、その導入を促進。

• 本取組により、多様な教育研究人材の確保が可能となり、国立大学における教育研究の活性化や科学技
術イノベーションの促進にも資することが期待される。

※ 従事比率は一例。

出典：文部科学省作成

図20 クロスアポイントメント制度について
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図21 女性研究者の動向（推移と国際比較）
○ 女性研究者数は、年々増加傾向にあり、平成26年時点で研究者全体に占める割合が14.6％となっている。し
かしながら、諸外国と比較すると割合は低い。

出典：総務省「科学技術研究調査報告」、OECD“Main 
Science and Technology Indicators”、NSF
“ Science and Engineering Indicators 2014 ”を基に
文部科学省作成

出典：総務省統計局「科学技術研究調査」を基に文部科学省作成

女性研究者の推移と
研究者総数に占める女性の割合 女性研究者割合の各国比較
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図22 外国人研究者の割合（大学、独法の推移と国際比較）
○ 我が国の大学及び独立行政法人における外国人割合は徐々に増加している。しかしながら、諸外国と比較すると
割合は低い。

【主要国における外国人研究者の割合】

【研究開発型の独立行政法人における
外国人研究者割合の推移】

※ 約17000名の研究者を対象として、生誕地及び国境を越えた移動
について調査することで、外国人研究者の割合を調べたもの。

出典：文部科学省「学校基本調査」、OECD “SCIENCE AND 
ENGINEERING INDICATORS”をもとに文部科学省作成

出典：Nature 490, 326-329

出典：内閣官房「研究開発法人についての共通調査票（独立行
政法人改革等に関する分科会）」、内閣府「独立行政法
人、国立大学法人等の科学技術関係活動の把握・所見とり
まとめ」のデータを基に文部科学省作成

【大学教員における外国人教員割合】
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図23 研究者の職階別の自立状況
○ 我が国では、ポストドクター・研究員の段階で、「発表論文の責任者」となっている者が大学で５割を下回るなど、
ポストドクターを含めた若手研究者について、キャリアパスの段階に応じた自立状況が不十分。

0 20 40 60 80 100

ポストドクター・研究員

（N=144）

助教・講師

（N=1145）

准教授

（N=806）

教授

（N=1009）

（％）

（職階）

独立した研究室を持つ

研究グループの予算作成・執行の実質的な責任者

特定の部下（大学院生）の指導の責任者

担当課題の予算作成・執行の実質的な責任者

発表論文の責任者

出典：科学技術政策研究所「我が国の大学・公的研究機関における研究者の独立の過程に関する分析」調査資料-195
(平成23年３月)を基に文部科学省作成

※ 対象者は自然科学系
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図24 若手・中堅研究者が独立した研究を実施する際に障害になること

① 研究室(講座あるいは上司)の方針のため、研究テーマを自由に設定でき
ない。

② 大型プロジェクトによる任期付雇用のため、研究テーマを自由に設定で
きない。

③ 雇用が不安定であるため、自ら発案した研究テーマに挑戦することがで
きない。

④ 短期間の成果が求められるため、自ら発案した研究テーマに挑戦することができ
ない(研究室の方針に沿った形で研究を実施した方が、成果が出やすいなど)。

⑤ スタートアップ資金が充分ではなく、独立した研究を実施することが難
しい(機器、研究スペース、研究スタッフが確保できないなど)。

⑥ 外部資金の額が小さく、研究を発展させることが難しい(研究テーマや
研究チームを拡大させるなど)。

⑦ 安定的な研究資金の確保ができず、研究を発展させることが難しい(外
部資金が継続して獲得できないと、研究の継続が困難になるなど)。

⑧ 研究マネジメントの負荷が高く、研究時間を充分に確保することができ
ない(必要とする事務支援や技術支援が得られないなど)。

⑨ 研究マネジメントについての経験や人的ネットワーク等の形成が充分で
はないため、独立した研究を実施することが難しい。

⑩ 若手・中堅研究者が、独立した研究を実施できるようにするための、教育や
指導が充分に行われていない(指導教官や上司の意志や教育指導方針など)。

⑪ 研究分野の特性上、必ずしも若手・中堅研究者が、独立した研究を実施
する必要がない。

⑫ 特にない

⑬ その他

出典：科学技術・学術政策研究所「科学技術の状況に係る総合的意識調査（NISTEP定点調査2013）」(平成26年４月)を基に文部科学省作成

注：①～⑬に選択肢
から１位～３位を
選ぶ質問。１位は
30/３、２位は
20/３、３位は

10/３で重み付け
を行い、障害と考
えられる度合い
（障害度）をポイン
ト化した。全回答
者が必要性を１位
と評価する障害度
は10ポイントと
なる。

○ 雇用形態を背景とした制約、研究時間や指導体制の不十分さが若手・中堅研究者が独立して研究する障害に
なっている。
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